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＊アレンジしてお使いください。

●こちらは消費税増税に反対する各界連絡会です。
●みなさん新年おめでとうございます。２０１３年、日本経済を壊す消費税増税を中止させる年にして、景気を回復し、安心して暮らせる社会を取り戻そうではありませんか。

●昨年の総選挙で国民は、消費税増税法を強行した民主党政権へ厳しい審判を下しました。第２次安倍内閣が発足しましたが、民意を反映しない選挙制度の下で多数を得た自公政権の復活に、多くの人が不安を持っています。特に私たち国民の声を無視して強行した消費税増税を信任したわけではありません。増税は困る、くらしや社会保障を大切にという庶民の声に応える政治を行わせるため、しっかり監視していきましょう。
●暮らしと経済の状況を見れば、増税が許されるような現状ではありません。長期の不況で収入が減り、負担ばかり増え、本当に大変です。この上、消費税大増税が実施されれば、地域の中小業者は廃業に追い込まれ、そこに働く人々は職を失います。そのうえ社会保障は憲法25条を投げ捨て、自己責任といってどんどん改悪する計画では、命まで脅かされます。
●そもそも税金は、所得に応じて支払うという応能負担の原則が憲法で決められています。しかし、今の日本の税制は庶民には財政が破たんするといって消費税増税を押し付ける、一方で大金持ちには減税するというデタラメがまかり通っています。
消費税の導入以降、企業の税負担はどんどん引き下げられてきました。国民が払った消費税の累計２２４兆円に対し、法人税の減収分累計はマイナス２０８兆円。実質的に法人税減収の穴埋めにされています。

●消費税の増税に固執する大企業は、輸出戻し税制度で大儲けをしています。そして、正社員をリストラして非正規雇用に置き換え、消費税の負担をさらに減らして利益を得ようとしています。労働者の平均賃金が下がり続けている一方、大企業の内部留保は史上最高の２６６兆円に上っています。消費税増税はますます庶民をいじめるだけです。庶民が使えるお金が増えなければ、消費税を増税しても税収は増えません。庶民の負担は軽くして、多額のお金を貯めこむ大企業、あらゆる税で優遇を受けている富裕層にこそ応分の負担を求めるべきです。

●税金の使い方ではどうでしょうか。東日本大震災の復興予算が被災地再生に使われず他の事業に充てられていることが大問題になりました。国民の血税が共産党以外の政党に助成金として３２０億円も支払われています。米軍の駐留関係経費は６５００億円と巨額です。ムダを見直し、被災地や社会保障関係費など必要なところに回せば、増税しなくても財源はあります。そして大企業の貯めこみ金を税金や給料、雇用に回せば国民の暮らしも経済もよくなります。
●消費税の増税は、国民の暮らしも国の財政も再起不能に追い込みます。私たちは「増税中止を求める」国会請願署名を集めています。あなたの「増税はやめてほしい」の声を署名に託してください。新しい国会に届けます。ぜひご協力をお願いします。
